
平成２０年１１月２８日

国 住 指 第 ３ ４ ６ ３ 号

各都道府県知事 殿

国土交通省住宅局長

建築士法等の一部を改正する法律等の施行について

（技術的助言）

建築士法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第１１４号。以下「改正法」

という 、建築士法施行令及び建設業法施行令の一部を改正する政令（平成２０。）

年政令第１８６号。以下「改正政令」という 、建築士法に基づく中央指定登録。）

機関等に関する省令（平成２０年国土交通省令第３７号。以下「第１次改正省令」

という 、建築士法施行規則の一部を改正する省令（平成２０年国土交通省令第。）

６１号、以下「第２次改正省令」という ）並びに建築士法施行規則及び建築基準。

法施行規則の一部を改正する省令（平成２０年国土交通省令第８９号。以下「第３

次改正省令」という ）その他関連する国土交通省告示は、平成２０年１１月２８。

日（建築士事務所協会及び建築士事務所協会連合会に関する制度等に係る規定につ

いては平成２１年１月５日）から施行されることとなった。

改正法、改正政令、第１次改正省令、第２次改正省令及び第３次改正省令等のう

（ 。 「 」ちこれらの法令による改正後の建築士法 昭和２５年法律第２０２号 以下 士法

という 、建築士法施行令（昭和２５年政令第２０１号。以下「士法施行令」と。）

いう ）及び建築士法施行規則（昭和２５年建設省令第３８号。以下「士法施行規。

則」という ）並びに建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「基準法」と。

いう ）及び建築基準法施行規則（昭和２５年建設省令第４０号。以下「基準法施。

行規則」という ）に関する部分の運用について、下記のとおり通知する。。

、 、 。貴職におかれては 関係市町村及び関係者に対しても この旨周知方お願いする

なお、各関係団体に対しても、この旨通知しているので、これに留意のうえこれ

らの者に対する指導助言に遺憾なきを期するとともに、関係法令の円滑かつ適正な

執行に配慮されたい。

記

１．建築士の資質及び能力の向上について

（１）建築士に対する定期講習の受講義務付け



建築士事務所に属する一級建築士、二級建築士及び木造建築士並びに構造設計

一級建築士及び設備設計一級建築士は、一定期間ごとに、国土交通大臣の登録を

受けた者（以下「登録講習機関」という ）が行う講習を受けなければならない。

こととされ、定期講習受講が必要となる期間については、原則として当該建築士

が直近の定期講習を受けた日の属する年度の翌年度の開始の日から起算して３年

とした （士法第２２条の２、士法施行規則第１７条の３６）。

また、一級建築士であって二級建築士又は木造建築士の資格を持つ者は一級建

築士定期講習を、二級建築士であって木造建築士の資格を持つ者は二級建築士定

期講習を、それぞれ受講することにより定期講習の受講義務を果たしたものとみ

なされることとした （士法施行規則第１７条の３７）。

なお、構造設計一級建築士及び設備設計一級建築士については、建築士事務所

に所属していない場合についても、定期講習を受講する義務があることを念のた

め申し添える。

（２）建築士試験の受験資格の見直し

一級建築士試験、二級建築士試験及び木造建築士試験の受験資格のうち学歴要

件について、現行の「正規の建築又は土木に関する課程を修めて卒業した者」を

「国土交通大臣の指定する建築に関する科目を修めて卒業した者」に改めること

とされ、具体的な建築に関する科目を定めることとした （士法第１４条第１号。

から第３号まで、第１５条第１号及び第２号並びに「建築士法第十四条第一号の

国土交通大臣の指定する建築に関する科目を定める件」他関連告示（平成２０年

国土交通省告示第７４０号から第７４５号 ））

また、実務要件については 「建築に関する実務の経験」及び「実務の経験」、

を 「建築に関する実務として国土交通省令で定めるもの」及び「設計その他の、

国土交通省令で定める実務の経験」とし、いずれも設計又は工事監理等の業務の

経験に限定することとした （士法第１４条第１号から第４号まで、第１５条第。

２号及び第４号、士法施行規則第１０条並びに「建築士法施行規則第１０条第１

項第６号の国土交通大臣が定める実務を定める件（平成２０年国土交通省告示第

１０３３号 ））

２．構造設計及び設備設計に関する特例について

（１）構造設計一級建築士証及び設備設計一級建築士証の交付等

国土交通大臣は、申請に基づき、

①一級建築士として５年以上構造設計又は設備設計の業務に従事した後、登録

講習機関が行う講習の課程を修了した一級建築士

②国土交通大臣が①と同等以上の知識及び技能を有すると認める一級建築士

のいずれかに該当する者に対し、構造設計一級建築士証又は設備設計一級建築士



証を交付することとされた （士法第１０条の２第１項から第３項まで）。

また、構造設計一級建築士証及び設備設計一級建築士証の交付等に係る手数料

の納付について定めるとともに、免許の取消し後、確実に構造設計一級建築士証

又は設備設計一級建築士証が返納されるよう、構造設計一級建築士証又は設備設

計一級建築士証の返納について定めた （士法第１０条の２第４項及び第５項、。

士法施行令第２条、士法施行規則第９条の３及び第９条の４）

（２）構造設計一級建築士等による構造関係規定等への適合の確認の実施等

構造設計一級建築士又は設備設計一級建築士は、一定規模以上の建築物（構造

設計については基準法第２０条第１号又は第２号に規定する建築物であって、一

級建築士でなければ設計できない建築物、設備設計については階数が３以上で床

面積が５，０００平方メートルを超える建築物。以下同じ ）の構造設計又は設。

備設計を行った場合においては、その設計図書に構造設計一級建築士又は設備設

計一級建築士である旨の表示をしなければならないこととされた。また、構造設

計一級建築士又は設備設計一級建築士以外の一級建築士は、一定規模以上の建築

物の構造設計又は設備設計を行った場合においては、構造設計一級建築士又は設

備設計一級建築士に当該建築物が関係規定（構造関係規定又は設備関係規定）に

適合するかどうかの確認を求めなければならないこととされ、当該確認を求めら

れた構造設計一級建築士又は設備設計一級建築士は、建築物が関係規定に適合す

ることを確認した旨又は適合することを確認できない旨を設計図書に記載すると

ともに、構造設計一級建築士又は設備設計一級建築士である旨の表示をして記名

及び押印をしなければならないこととされた （士法第２０条の２第１項から第。

３項及び第２０条の３第１項から第３項）

また、構造設計一級建築士又は設備設計一級建築士は、上記の確認を求めた一

級建築士から請求があったときは、構造設計一級建築士証又は設備設計一級建築

士証を提示しなければならないこととされた （士法第２０条の２第４項及び第。

２０条の３第４項）

なお、構造設計一級建築士の関与が必要な建築物について、その関与が行われ

た場合については、構造計算によって安全性を確かめた旨の証明書の交付に係る

規定は、適用しないこととされた （士法第２０条第２項）。

これらの規定については、適用開始日（平成２１年５月２７日）以後に構造設

計又は設備設計を行った場合に適用されることとなるが、対象となる建築物の考

え方、構造設計一級建築士による構造関係規定への適合の確認及び設備設計一級

建築士による設備関係規定への適合の確認の実施等に関しての具体的な運用につ

いては、別途通知する。

（３）建築基準法の建築確認制度等による実効性の確保

構造設計一級建築士による構造関係規定等への適合性の確認及び設備設計一級



建築士による設備関係規定への適合性の確認の実施の実効性を担保するため、一

定規模以上の建築物の工事は、構造設計一級建築士の構造設計若しくは設備設計

一級建築士の設備設計又は当該建築物が関係規定に適合することを構造設計一級

建築士若しくは設備設計一級建築士が確認した構造設計若しくは設備設計によら

なければ、することができないこととされた。ただし、適用開始日前に建築確認

がされたもの、又は適用開始日前に行われた設計について適用開始日以後に建築

確認がされたものについては、当該規定は適用しないこととされた （基準法第。

５条の４第２項及び第３項、改正法附則第４条第２項）

また、建築主事は、一定規模以上の建築物の建築確認の申請書について、その

建築物の計画が、構造設計一級建築士又は設備設計一級建築士以外の一級建築士

が構造設計又は設備設計を行った場合において、当該建築物が関係規定に適合す

ることを構造設計一級建築士又は設備設計一級建築士が確認した構造設計又は設

備設計によるものでないときは、当該申請書を受理することができないこととさ

れた。ただし、適用開始日前に行った設計によるものについては、適用開始日か

ら起算して６月を経過する日（平成２１年１１月２６日）までの間は、当該規定

は適用しないこととされた （基準法第６条第３項、改正法附則第４条第１項）。

これに伴い、適用開始日以後の建築確認の申請に当たっては、その申請書に構

造設計一級建築士証又は設備設計一級建築士証の写しを添付させることとした。

（基準法施行規則第１条の３、第２条の２、第３条）

３．設計及び工事監理等の業務の適正化並びに消費者への情報開示について

（１）管理建築士の要件強化

管理建築士は、建築士として３年以上の設計等の業務に従事した後、登録講習

機関が行う講習の課程を修了した建築士でなければならないこととされた （士。

法第２４条第２項、士法施行規則第２０条の５）

施行の際現に建築士事務所に置かれている管理建築士については、管理建築士

の要件に係る規定は、当該建築士事務所に引き続き管理建築士として置かれる場

合に限り、施行日から３年を経過する日までの間、適用しないこととされた。こ

れにより、施行の際現に建築士事務所に置かれている管理建築士については、３

年以内に管理建築士の要件を満たし、管理建築士講習を受講すればよいこととな

る （改正法附則第３条第１３項）。

（２）管理建築士等による設計受託契約等に関する重要事項の説明の実施

建築士事務所の開設者は、設計受託契約又は工事監理受託契約を建築主と締結

しようとするときは、あらかじめ、当該建築主に対し、管理建築士又は当該建築

士事務所に所属する建築士（以下「管理建築士等」という ）をして、事後の紛。

争防止の観点から建築主が契約締結前に把握しておくべきものであって、契約を



締結するかどうかの重要な判断要素となる事項として法令で定める事項につい

て、書面を交付して説明をさせなければならないこととされた。また、管理建築

士等は、当該説明を行うときは、当該建築主に対し、免許証を提示しなければな

らないこととされた （士法第２４条の７、士法施行規則第２２条の２の２）。

（３）設計又は工事監理の再委託の制限

建築士事務所の開設者は、委託者の許諾を得た場合においても、設計又は工事

監理の業務を建築士事務所の開設者以外の者に再委託してはならないこととされ

た （士法第２４条の３第１項）。

また、建築士事務所の開設者は、委託者の許諾を得た場合においても、共同住

宅等多数の者が利用する建築物の新築工事に係る設計又は工事監理の業務を、一

括して他の建築士事務所の開設者に再委託してはならないこととされた。また、

当該建築物は、階数が３で、かつ、床面積の合計が１，０００平方メートル以上

の規模の共同住宅とした （士法第２４条の３第２項、士法施行令第８条）。

（４）建築士名簿の閲覧

国土交通大臣は一級建築士名簿を、都道府県知事は二級建築士名簿及び木造建

築士名簿を、それぞれ一般の閲覧に供しなければならないこととされた （士法。

第６条）

また、一級建築士名簿の登録事項について、本籍地の都道府県名（日本の国籍

を有しない者にあっては、その者の有する国籍名）を削除するとともに、消費者

が建築士を選択する上で有用な建築士の専門性、能力等に係る情報を記載する観

点から、構造設計一級建築士又は設備設計一級建築士であること、定期講習、管

理建築士講習の受講歴等を追加した （士法施行規則第３条）。

（５）建築士免許証の返納

従来、建築士が免許を取り消された場合の免許証の返納義務については、一級

建築士については士法施行規則に規定され、二級建築士及び木造建築士について

は、都道府県の規則に委任されていたところである。改正法においては、建築士

は、その免許を取り消されたときは、一級建築士にあっては一級建築士免許証を

国土交通大臣に、二級建築士又は木造建築士にあっては二級建築士免許証又は木

、 、造建築士免許証を都道府県知事に 速やかに返納しなければならないこととされ

義務に違反した場合には、１０万円以下の過料に処することとされた （士法第。

５条第３項、第４５条第１号）

（６）一級建築士免許証の書換え交付及び再交付に係る手数料の納付

一級建築士免許証の書換え交付又は再交付を受けようとする者は、実費を勘案

して政令で定める額の手数料（５，９００円）を国に納付しなければならないこ



ととされた （士法第５条第５項、士法施行令第１条）。

なお、二級建築士及び木造建築士については、免許証の書換え交付等に係る手

数料を徴収するかどうかは都道府県の条例に委ねられているところであることを

念のため申し添える。

（７）建築士及び建築士事務所の登録等に係る指定登録機関制度の創設

国土交通大臣は、その指定する者（中央指定登録機関）に、一級建築士の登録

の実施に関する事務、一級建築士名簿を一般の閲覧に供する事務並びに構造設計

一級建築士証及び設備設計一級建築士証の交付の実施に関する事務（一級建築士

登録等事務）を代行させることができることとされた （士法第１０条の４第１。

項）

また、都道府県知事は、その指定する者（都道府県指定登録機関）に、二級建

築士及び木造建築士の登録の実施に関する事務並びに二級建築士名簿及び木造建

築士名簿を一般の閲覧に供する事務（二級建築士等登録事務）を代行させること

ができることとされるとともに、その指定する者（指定事務所登録機関）に、建

築士事務所の登録の実施に関する事務及び登録簿等を一般の閲覧に供する事務

（事務所登録事務）を代行させることができることとされた （士法第１０条の。

２０第１項、第２６条の３第１項）

都道府県指定登録機関が登録等の事務を行う場合は、都道府県指定登録機関は

建築士「免許証」ではなく、建築士「免許証明書」を交付することとなるが、そ

の効力は建築士免許証と同等である。

なお、都道府県指定登録機関が指定された場合にあっても、士法第５条の２第

１項及び第２項に規定する住所等の届出並びに同法第８条の２に規定する建築士

の死亡等の届出に係る経由事務については都道府県が引き続き行うこととなるこ

とを念のため申し添える。

また、中央指定登録機関、都道府県指定登録機関及び指定事務所登録機関は、

一級建築士、二級建築士及び木造建築士の登録の事務並びに建築士事務所の登録

等の事務のうち、裁量の余地なく実施できるものについて、必要に応じ行政以外

の主体を活用することで、行政事務の効率化を図る趣旨から導入されたものであ

る。都道府県指定登録機関及び指定事務所登録機関の指定については、各都道府

県知事の判断に委ねられているところであるが、これらの制度の積極的な活用に

より建築行政全体の体制の強化を図られたい。

４．団体による自律的な監督体制の確立について

下記のとおり建築士事務所協会等に関する制度の整備が行われた。

① その名称中に建築士事務所協会という文字を用いる一般社団法人は、建築士

事務所の業務の適正な運営及び建築主の利益の保護を図ることを目的とし、か



つ、建築士事務所の開設者を会員とする旨の定款の定めがあるものでなければ

ならないこととされた。その名称中に建築士事務所協会連合会という文字を用

いる一般社団法人は、建築士事務所の業務の適正な運営及び建築主の利益の保

護を図ることを目的とし、かつ、建築士事務所協会を会員とする旨の定款の定

めがあるものでなければならないこととされた （士法第２７条の２第１項及。

び第２項）

② 建築士事務所協会及び建築士事務所協会連合会の業務として、建築士事務所

の業務に関する建築士事務所の開設者に対する指導、勧告、建築士事務所の業

務に対する建築主等からの苦情の解決、建築士事務所の開設者に対する業務運

営に関する研修、所属建築士に対する設計等の業務に関する研修等が規定され

た （士法第２７条の２第３項及び第７項、第２７条の５）。

③ 国土交通大臣は建築士事務所協会連合会に対して、都道府県知事は建築士事

務所協会に対して、報告を求め、又は指導、助言及び勧告をすることができる

こととされた （士法第２７条の２第８項）。

④ その他、建築士事務所協会及び建築士事務所協会連合会は、所定の届出手続

を行わなければならないこと及び会員の名簿を一般の閲覧に供しなければなら

ないこと、建築士事務所協会は、建築士事務所の開設者が建築士事務所協会に

加入しようとするときは、正当な理由がないのに、その加入を拒み、又はその

加入につき不当な条件を付してはならないこと、建築士事務所協会及び建築士

事務所協会連合会でない者は、その名称中に建築士事務所協会又は建築士事務

所協会連合会という文字を用いてはならないこと等について規定された （士。

法第２７条の２第４項から第６項まで、第２７条の４）

⑤ 建築士会及び建築士会連合会は、建築士に対し、その業務に必要な知識及び

技能の向上を図るための建築技術に関する研修を実施しなければならないこと

とされた （士法第２２条の４）。

５．罰則等について

（１）建築士法関係

改正法による制度の改正に伴い、罰則規定の整備が行われた。

具体的には、登録講習機関については、講習の事務の停止命令に違反した者は

１年以下の懲役又は１００万円以下の罰金に処するとともに、帳簿の備付け、報

告聴取、立入検査、講習の事務の廃止に係る届出等に係る違反行為をした者は、

３０万円以下の罰金に処することとし、指定登録機関については、登録事務に係

る秘密保持義務に違反して、その職務に関して知り得た秘密を漏らし、又は盗用

した者は１年以下の懲役又は１００万円以下の罰金に処する等の罰則等が設けら

れた。なお、上記の登録講習機関に係る罰則については両罰規定の対象とされる

が、指定登録機関は行政の代行機関として整理されることから、指定登録機関が



法人である場合には、違反行為をした当該法人の役員又は職員を処罰する（指定

登録機関が個人である場合には違反行為をした当該指定登録機関を処罰する）こ

ととし、当該法人は処罰しないこととされたので留意されたい。

また、建築士事務所協会の会員でないのに、その名称中に建築士事務所協会会

員という文字を用いた者は、３０万円以下の罰金に処することとされ、建築士免

許証又は建築士免許証明書、構造設計一級建築士証及び設備設計一級建築士証の

返納義務違反、登録講習機関の事業承継に係る届出義務違反、財務諸表等の備付

け等義務違反並びに建築士事務所協会の名称使用制限違反については１０万円以

下の過料に処することとされた （士法第３８条から第４５条）。

（２）建築基準法関係

構造設計一級建築士の構造設計によらない工事等の禁止違反に対する罰則とし

て、一定規模以上の建築物について、構造設計一級建築士の構造設計又は設備設

計一級建築士の設備設計によらない工事又は当該建築物が関係規定に適合するこ

とを構造設計一級建築士又は設備設計一級建築士が確認した構造設計又は設備設

計によらない工事に該当する工事をした工事施工者は、１００万円以下の罰金に

処することとされた （基準法第１０１条第１項第１号）。

また、基準法における設計者の定義に、士法第２０条の２第３項又は同法第２

０条の３第３項の規定により建築物が関係規定に適合することを確認した構造設

計一級建築士又は設備設計一級建築士が含まれることとされた。これにより、構

造設計一級建築士又は設備設計一級建築士についても、特定行政庁が違反建築物

（ ）、に対する是正命令等を行った場合の国土交通大臣への通知 基準法第９条の３

特定行政庁による報告聴取等（基準法第１２条の５第５項及び第６項 、違反建）

築物が建築された場合の罰則（基準法第９８条等）の対象となる （基準法第２。

条第１７号）

６．その他の改正事項について

（１）様式等の見直し

① 重要事項説明において説明の際に建築主に対する建築士免許証の提示を義務

づけることとしていること等を踏まえ、一級建築士免許証の書式を、従来のＡ

４型から携帯できる大きさに変更し、あわせて顔写真を貼付するものへと変更

することとした （士法施行規則第２条）。

② 構造設計一級建築士証及び設備設計一級建築士証の交付申請書並びに構造設

計一級建築士証及び設備設計一級建築士証の書式を規定した （士法施行規則。

第９条の３）

③ 建築士事務所登録申請の書式について、建築士事務所を管理する建築士が修

了した管理建築士講習の修了年月日及び修了証の番号を記載することとし、構



造設計一級建築士又は設備設計一級建築士である場合にはその旨及び当該建築

士証の交付番号を記載することとした。また、建築士事務所の登録の申請の添

付書類として、建築士事務所を管理する建築士が修了した管理建築士講習の修

了証の写しを追加した （士法施行規則第１９条及び第２０条）。

④ 設計等の業務に関する報告書の書式及び建築士事務所において閲覧に供する

こととされている書類の書式について、構造設計一級建築士又は設備設計一級

建築士である場合にはその旨及び当該建築士証の交付番号を記載することとす

るとともに、所属する建築士が受講する義務のある定期講習のうち、直近のも

のを受けた年月日を記載することとした （士法施行規則第２０条の３及び第。

２２条の２）

（２）一級建築士試験における学科試験の免除について

一級建築士試験の学科試験に合格した者について、学科試験に合格した一級建

築士試験に引き続いて行われる一級建築士試験において学科試験が免除される回

数を、１回から２回に変更した （士法施行規則第１２条）。

なお、当該措置については、改正法施行後の初めての試験である平成２１年度

の学科試験の合格者より適用されることとなることを念のため申し添える。


